
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 20日

上   場   会   社   名    伊藤ハム株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号    2284 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．Ｉｔｏｈａｍ．co．ｊｐ/） 兵庫県

問合せ先  責任者役職名 経理部長

　　　　　　  氏　　        名　　　　石井　隆 TEL (0798) 66 - 1231
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 20日 中間配当制度の有無　　無
定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 396,563 △ 7.9 879 △ 88.9 1,796 △ 80.2

13年  3月期 430,371 0.2 7,917 △ 17.4 9,072 △ 14.2

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 1,566 - △ 7.36 - △ 1.3 0.8 0.5

13年  3月期 1,018 △ 75.0 4.68 - 0.8 4.0 2.1

(注)①期中平均株式数 14年  3月期   212,818,895 株　　　13年  3月期   217,482,122 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 8.00 - 8.00 1,683 - 1.4

13年  3月期 8.00 - 8.00 1,723 169.2 1.3

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 208,643 121,330 58.2 576.46

13年  3月期 226,242 127,781 56.5 593.00

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期    　210,476,807 株　13年  3月期    　215,482,533 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期          　5,726 株　13年  3月期          　2,718 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 187,000 2,000 900 － － －

通　　期 381,600 4,500 2,000 － 8.00 8.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   9 円 50 銭 

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、連結添付資料の６ページを参照してください。

２５
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貸　借　対　照　表

（単位：百万円）

当　　　　　　　期

（平成 14年 3月 31 日）

前　　　　　　　期

（平成 13年 3月 31 日）

　　　　　　　　期　　別

　科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

増　　減

（△印減）

（資　産　の　部）（資　産　の　部）（資　産　の　部）（資　産　の　部） ％ ％

流　動　資　産流　動　資　産流　動　資　産流　動　資　産 101,850101,850101,850101,850 48.848.848.848.8 115,749115,749115,749115,749 51.251.251.251.2 △△△△ 13,89913,89913,89913,899

　　現 金 ・ 預 金 13,039 10,220 2,819

　　受 取 手 形 937 1,830 △ 893

　　売 掛 金 50,729 53,986 △ 3,257

　　有 価 証 券 － 18,443 △ 18,443

　　製 品 ・ 商 品 20,915 17,833 3,082

　　原 材 料 11,191 10,331 860

　　仕 掛 品 419 536 △ 117

　　貯 蔵 品 419 357 62

　　前 払 費 用 173 183 △ 10

　　未 収 収 益 34 42 △ 8

　　短 期 貸 付 金 244 250 △ 6

　　繰 延 税 金 資 産 1,104 638 466

　　そ の他の流動資産 3,358 1,298 2,060

　　貸 倒 引 当 金 △　719 △　203 △ 516

固　定　資　産固　定　資　産固　定　資　産固　定　資　産 106,793106,793106,793106,793 51.251.251.251.2 110,493110,493110,493110,493 48.848.848.848.8 △△△△ 3,7003,7003,7003,700

　有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 54,01954,01954,01954,019 25.925.925.925.9 56,16856,16856,16856,168 24.824.824.824.8 △△△△ 2,1492,1492,1492,149

　　建 物 18,591 19,031 △ 440

　　構 築 物 1,223 1,307 △ 84

　　機 械 装 置 13,939 15,025 △ 1,086

　　車 輌 運 搬 具 470 672 △ 202

　　工 具 器 具 備 品 1,239 1,295 △ 56

　　土 地 18,449 18,799 △ 350

　　建 設 仮 勘 定 104 35 69

　無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産 417417417417 0.20.20.20.2 436436436436 0.20.20.20.2 △△△△ 19191919

　　ソ フ ト ウ ェ アその他 417 436 △ 19

　投　　資　　等投　　資　　等投　　資　　等投　　資　　等 52,35652,35652,35652,356 25.125.125.125.1 53,88853,88853,88853,888 23.823.823.823.8 △△△△ 1,5321,5321,5321,532

　　投 資 有 価 証 券 19,202 21,130 △ 1,928

　　子 会 社 株 式 11,434 11,287 147

　　長 期 貸 付 金 14,607 15,664 △ 1,057

　　長 期 前 払 費 用 109 110 △ 1

　　繰 延 税 金 資 産 1,932 292 1,640

　　そ の 他 の 投 資 等 9,330 7,428 1,902

　　貸 倒 引 当 金 △　4,260 △　2,026 △ 2,234

　　資 産 合 計　　資 産 合 計　　資 産 合 計　　資 産 合 計 208,643208,643208,643208,643 100.0100.0100.0100.0 226,242226,242226,242226,242 100.0100.0100.0100.0 △△△△ 17,59917,59917,59917,599
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当　　　　　　　期

（平成 14年 3月 31 日）

前　　　　　　期

（平成 13年 3月 31 日）

　　　　　　　期　　別

　科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

増　　減

（△印減）

((((負　債　の　部）負　債　の　部）負　債　の　部）負　債　の　部） ％ ％

流　動　負　債流　動　負　債流　動　負　債流　動　負　債 71,29971,29971,29971,299 34.134.134.134.1 59,25359,25359,25359,253 26.226.226.226.2 12,04612,04612,04612,046

　支 払 手 形 2,223 3,223 △ 1,000

　買 掛 金 33,944 38,892 △ 4,948

　未 払 金 7,686 9,382 △ 1,696

　1年以内償還予定の社債

　1年以内償還予定の転換社債

3,000

19,655

－

－

3,000

19,655

　未 払 法 人 税 等 － 2,420 △ 2,420

　未 払 消 費 税 等 － 568 △ 568

　賞 与 引 当 金 1,830 2,000 △ 170

　そ の 他 の 流 動 負 債 2,959 2,765 194

固　定　負　債固　定　負　債固　定　負　債固　定　負　債 16,01316,01316,01316,013 7.77.77.77.7 39,20739,20739,20739,207 17.317.317.317.3 △△△△ 23,19423,19423,19423,194

　社 債 15,000 18,000 △ 3,000

　転 換 社 債 － 19,655 △ 19,655

　退 職 給 付 引 当 金 277 868 △ 591

　役員退職慰労引当金 735 684 51

　負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計 87,31287,31287,31287,312 41.841.841.841.8 98,46198,46198,46198,461 43.543.543.543.5 △△△△ 11,14911,14911,14911,149

((((資　本　の　部）資　本　の　部）資　本　の　部）資　本　の　部）

資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金 22,41522,41522,41522,415 10.710.710.710.7 22,41522,41522,41522,415 9.99.99.99.9 －－－－

法 定 準 備 金法 定 準 備 金法 定 準 備 金法 定 準 備 金 29,62429,62429,62429,624 14.214.214.214.2 31,98431,98431,98431,984 14.214.214.214.2 △△△△ 2,3602,3602,3602,360

　資 本 準 備 金 24,020 26,380 △ 2,360

　利 益 準 備 金 5,603 5,603 －

剰 余 金剰 余 金剰 余 金剰 余 金 66,46366,46366,46366,463 31.931.931.931.9 69,79369,79369,79369,793 30.830.830.830.8 △△△△ 3,3303,3303,3303,330

　特 別 償 却 準 備 金 30 40 △ 10

　固定資産圧縮積立金 1,904 2,032 △ 128

　別 途 積 立 金 55,300 55,300 －

　当 期 未 処 分 利 益 9,228 12,420 △ 3,192

（うち当期純損失（△）
又は当期純利益）

（△　1,566） 　　（1,018） （△　2,584）

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 2,8302,8302,8302,830 1.41.41.41.4 3,5883,5883,5883,588 1.61.61.61.6 △△△△ 758758758758

自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式 △　△　△　△　2222 △　△　△　△　0.00.00.00.0 －－－－ －－－－ △△△△ 2222

　　　　資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計 121,330121,330121,330121,330 58.258.258.258.2 127,781127,781127,781127,781 56.556.556.556.5 △△△△ 6,4516,4516,4516,451

　　　　負 債 及 び 資 本 合 計負 債 及 び 資 本 合 計負 債 及 び 資 本 合 計負 債 及 び 資 本 合 計 208,643208,643208,643208,643 100.0100.0100.0100.0 226,242226,242226,242226,242 100.0100.0100.0100.0 △△△△ 17,59917,59917,59917,599
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損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当　　　　　　　期

自平成 13年 4月　1日

至平成 14年 3月 31 日

前　　　　　　　期

自平成 12年 4月　1日

至平成 13年 3月 31 日

　　　　　　　　期　　別

　科　　目

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

増　　減

（△印減）

経常損益の部経常損益の部経常損益の部経常損益の部 　　　 ％ 　　　 ％

　　　　営 業 損 益 の 部営 業 損 益 の 部営 業 損 益 の 部営 業 損 益 の 部

　　売 上 高 396,563 100.0 430,371 100.0 △ 33,808

　　売 上 原 価 346,264 87.3 366,819 85.3 △ 20,555

　　販売費及び一般管理費 49,420 12.5 55,635 12.9 △ 6,215

　　　　　　　　営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益 879879879879 0.20.20.20.2 7,9177,9177,9177,917 1.81.81.81.8 △△△△ 7,0387,0387,0387,038

　営業外損益の部　営業外損益の部　営業外損益の部　営業外損益の部

　　営業外収益 3,200 0.8 3,150 0.7 50

　　　受取利息及び配当金 710 950 △ 240

　　　その他の営業外収益 2,490 2,200 290

　　営業外費用 2,283 0.5 1,995 0.4 288

　　　支 払 利 息 736 818 △ 82

　　　その他の営業外費用 1,546 1,176 370

　　　　　　　　経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益 1,7961,7961,7961,796 0.50.50.50.5 9,0729,0729,0729,072 2.12.12.12.1 △△△△ 7,2767,2767,2767,276

特別損益の部特別損益の部特別損益の部特別損益の部

　特別利益 1,531 0.4 10,387 2.4 △ 8,856

　　固 定 資 産 売 却 益 1,247 414 833

　　投資有価証券売却益 38 359 △ 321

　　退職給付信託設定益 － 9,514 △ 9,514

　　そ の 他 の 特 別 利 益 245 98 147

　特別損失 5,758 1.5 17,614 4.1 △ 11,856

　　固 定 資 産 売 却 損 52 240 △ 188

　　固 定 資 産 除 却 損 539 450 89

　　投資有価証券評価損 1,046 827 219

　　子 会 社 株 式 評 価 損 270 － 270

　　貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,707 711 1,996

　　た な 卸 資 産 評 価 損 1,121 － 1,121

　　退職給付会計基準変更時
　　差 異 処 理 損 失

－ 15,165 △ 15,165

　　そ の 他 の 特 別 損 失 19 220 △ 201

　　　　　　　　税引前当期純損失（△）税引前当期純損失（△）税引前当期純損失（△）税引前当期純損失（△）
　　又は　　又は　　又は　　又は税引前当期純利益税引前当期純利益税引前当期純利益税引前当期純利益

△　△　△　△　2,4302,4302,4302,430 △　△　△　△　0.60.60.60.6 1,8451,8451,8451,845 0.40.40.40.4 △△△△ 4,2754,2754,2754,275

　　法人税、住民税及び事業税 683 0.2 4,076 0.9 △ 3,393

　　法 人 税 等 調 整 額 △　1,547 △　0.4 △　3,249 △0.7 1,702

　　当期純損失（△）又は　　当期純損失（△）又は　　当期純損失（△）又は　　当期純損失（△）又は
　　当期純利益　　当期純利益　　当期純利益　　当期純利益

△　△　△　△　1,5661,5661,5661,566 △　△　△　△　0.40.40.40.4 1,0181,0181,0181,018 0.20.20.20.2 △△△△ 2,5842,5842,5842,584

　　前 期 繰 越 利 益 10,794 11,401 △ 607

　　当 期 未 処 分 利 益 9,228 12,420 △ 3,192
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利　益　処　分　案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　　　目 当　　　　　期 前　　　　　期

　当 期 未 処 分 利 益 9,228 12,420

　特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 10 14

　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 140 310

計 9,379 12,744

これを次のとおり処分します｡

株 主 配 当 金 1,683 1,723

　 1株につき 8円 00銭 1株につき 8円 00銭

　取 締 役 賞 与 金 － 40

　特 別 償 却 準 備 金 － 4

　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 578 181

　次 期 繰 越 利 益 7,117 10,794
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重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針

（１）（１）（１）（１）    有価証券の評価基準及び評価方法有価証券の評価基準及び評価方法有価証券の評価基準及び評価方法有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

（２）（２）（２）（２）    デリバティブの評価基準及び評価方法デリバティブの評価基準及び評価方法デリバティブの評価基準及び評価方法デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法

（３）（３）（３）（３）    たな卸資産の評価基準及び評価方法たな卸資産の評価基準及び評価方法たな卸資産の評価基準及び評価方法たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品 先入先出法による原価法

ただし、販売用食肉（商品）は、月別移動平均法による原価法

原材料（肥育牛除く）
・仕掛品・貯蔵品

月別移動平均法による原価法

肥育牛他 個別法による原価法

（４）（４）（４）（４）    固定資産の減価償却の方法固定資産の減価償却の方法固定資産の減価償却の方法固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法）を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

　建物

　機械装置及び運搬具

24年～50年

9年

無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しております。

（５）（５）（５）（５）    引当金の計上基準引当金の計上基準引当金の計上基準引当金の計上基準

貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上し

ております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15 年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとして

おります。

役員退職慰労
引当金

役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

（６）（６）（６）（６）    リース取引の処理方法リース取引の処理方法リース取引の処理方法リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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（７）（７）（７）（７）    ヘッジ会計の方法ヘッジ会計の方法ヘッジ会計の方法ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当て処理の要件を充たしてい

　　　　る場合には振当て処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　ヘッジ手段　　ヘッジ対象

　　　　　　為替予約　　　外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

　　　　為替予約は為替変動リスクをヘッジするため、外貨建債務及び成約残高の範囲内で行うこととし、投機目的

の取引は行わない方針であり、社内管理基準に基づき、資金担当部門にて一元管理を行うリスク管理体制

を取っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

　　　　取引は原則的に将来の購入予定に基づくものであり、実行の可能性が極めて高いため、有効性の判定は省

　　　　略しております。

（８）（８）（８）（８）    消費税等の会計処理消費税等の会計処理消費税等の会計処理消費税等の会計処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

追加情報追加情報追加情報追加情報

　前期末において流動資産の部に計上していた自己株式は、「株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び

附属明細書に関する規則」の一部を改正する省令により、当期末においては資本に対する控除項目として、資本の部の

末尾に表示しております。
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注記事項注記事項注記事項注記事項

（貸借対照表及び損益計算書関係）（貸借対照表及び損益計算書関係）（貸借対照表及び損益計算書関係）（貸借対照表及び損益計算書関係）

（１） 子会社に対する金銭債権、金銭債務及び取引

　　　　　　短 期 金 銭 債 権 22,653 百万円

　　　　　　長 期 金 銭 債 権 14,881 百万円

　　　　　　短 期 金 銭 債 務 6,717 百万円

　　　　　　売 上 高 158,341 百万円

　　　　　　仕 入 高 87,662 百万円

　　　　　　営業取引以外の取引高 2,323 百万円

（２） 有形固定資産の減価償却累計額 90,081 百万円

（３） 当期中の発行済株式数の減少内訳

　　　　　自己株式の消却　　　　　　　消却株式数　5,000,000株、株式の取得価額　2,360百万円

（４） 担保に供している資産

　　　　　　定 期 預 金 110 百万円

　　　　　　投 資 有 価 証 券 300 百万円

　　　　　　　　　　　　　計 410 百万円

（５） 保証債務 12,337 百万円

（６） 期末日満期手形 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当期末日が金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に

含まれております。

受取手形 89 百万円

支払手形 15 百万円
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（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当　期 前　期

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

工具器具備品 2,458 1,537 920 3,905 2,895 1,010

そ の 他      1,276 521 754 1,100 581 518

合　　計 3,734 2,059 1,674 5,006 3,477 1,528

② 未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　（当　期） 　　　　　　（前　期）

１年  内 686 百万円 624 百万円

１年  超 988 百万円 904 百万円

合  計 1,674 百万円 1,528 百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

　　　（当　期） 　　　　　　（前　期）

支 払 リ ー ス 料 655 百万円 680 百万円

減価償却費相当額 655 百万円 680 百万円

取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（税効果会計関係）（税効果会計関係）（税効果会計関係）（税効果会計関係）

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　当　期 　　前　期

（平成 14年 3月 31 日現在） （平成 13年 3月 31 日現在）

（繰延税金資産） 百万円 百万円

　貸倒引当金繰入限度超過額 1,892 777

　賞与引当金繰入限度超過額 496 399

　たな卸資産評価損否認 475 －

　未払事業税否認 － 214

　退職給付引当金超過額 2,270 2,369

　役員退職慰労引当金否認 321 290

　投資有価証券評価損否認 1,217 774

　その他 294 172

　　繰延税金資産合計 6,969 4,997

（繰延税金負債）

　未収事業税 △109 －

　特別償却準備金 △14 △22

　固定資産圧縮積立金 △1,724 △1,401

　その他有価証券評価差額金 △2,083 △2,641

　　繰延税金負債合計 △3,932 △4,065

　　繰延税金資産の純額 3,037 931

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　当　期 　　前　期

（平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）

％ ％

法定実効税率 42.4 42.4

　（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 △7.0 10.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 4.3 △9.9

住民税均等割額 △4.7 6.8

その他 0.6 △4.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.6 44.8
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役　員　の　異　動

（平成 14年 6月 27日付）

（１） 新任取締役候補

取 締 役 　　三　戸　斌　生 （現　執行役員　人事部長）

取 締 役 　　藤　山　俊　行 （現　執行役員　経営企画室長）

（２） 新任監査役候補

監 査 役 （ 常 勤 ） 　　林　　　　義　雄 （現　常務取締役　経理部　・　財務部管掌）

（３） 退任予定取締役

現 代表取締役副社長 　　伊　藤　協　治 （相談役に就任予定）

現 常 務 取 締 役 　　林　　　　義　雄

現 常 務 取 締 役 　　伊　藤　春　男 （常務執行役員に就任予定）

（４） 退任予定監査役

現 監 査 役 （ 常 勤 ） 　　久保井　　　清

（５） 昇　　　　　　　格

代 表 取 締 役 専 務 　　伊　藤　正　視 （現　専務取締役）
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